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A

国

手数料外

　● 旅費

・消防学校、消防大学校、救命士研修所

・その他研修、会議旅費

　● 需用費

・消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕費、被服費

　● 役務費

・通信運搬費、手数料、保険料

　● 委託料

・保守管理委託料外

　● 使用料及び賃借料

・使用料、敷地借上料外

　● 備品購入費

・庁用器具費（広瀬エアコン、安来冷蔵庫）

・器具費

決算事項別明細書 P115

大事業 防災・防犯 担当部署 消防総務課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 常備消防費 消防費

事業開始年度 令和5年度 消防費

事業進捗度 － 常備消防費

当 初 予 算 額 77,180,000 円

予 算 現 額 77,148,000 円

決 算 額 74,819,822 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 3,772,287 円

人件費コスト  B 73.0人役 529,031,000 円 総事業費　　A+B 603,850,822 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【防災体制の構築事業】 68,799,380円 2,000円 0円 3,772,287円 65,025,093円

2,501,419円

延べ19人 1,034,001円

延べ36人 1,467,418円

24,467,722円

消防吏員用活動服　40着 救助服　6着

8,836,317円

17,502,453円

2,768,156円

5,021,390円

397,690円

4,623,700円

ドライスーツ クアドラノズル

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 2,000 円

一 般 財 源 71,045,535 円

　災害に迅速に対応できる高度な能力を持つ消防職員を育成するため、県消防学校及び消防大学校並びに各種研
修機関等へ派遣し、職員の更なる資質向上を図り、もって消防体制の充実を図った。
　また、多種多様化する災害に対応するため、消防車両の整備並びに消防資機材・設備等の充実を図った。

目
的

常備消防として各種災害に対応するた
め、職員の資質向上と消防資機材の維持
管理を図ることにより、迅速な消防防災
活動を行い、災害の予防及び被害の軽減
を図る。



　● 負担金補助及び交付金

・消防学校、消防大学校外　各種研修負担金

・協議会、防火委員会、消防長会外　負担金

　● その他

・報償費、消防長交際費外

　● 報酬

・会計年度任用職員報酬（1人分）

　● 職員手当等

・会計年度任用職員手当等（1人分）

　● 共済組合負担金

・会計年度任用職員共済組合負担金（1人分）

　● 社会保険料

　● 需用費

・修繕料

　● 役務費

・手数料（タイヤ組替料外）

・保険料（自賠責保険、共済保険）

　● 公課費

・自動車重量税（19台）

消防用ホース 消防吏員用防火服

工具セット フルボディーハーネス

ダイレクトバルブ

4,854,756円

1,949,715円

2,905,041円

293,974円

1,802,100円

383,997円

137,470円

229,626円

【緊急車両等維持管理事業】 6,020,442円 0円 0円 0円 6,020,442円

3,942,331円

1,074,211円

473,880円

600,331円

1,003,900円

　消防車両の整備維持管理は、災害時の適切且つ迅速な対応を可能にするためには不可欠であり、消防車両の点
検、整備を図った。
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国1/2

諸収入外

　● 報酬

・消防団員報酬（616人）

・機械器具手入れ報酬（自動車43台）

・訓練出動報酬（延べ780人）

・災害出動報酬（火災264人､警戒66人、行方不明捜索13人 延べ343人）

・火災予防警戒パトロール（春・秋火災予防週間）（延べ603人）

・操縦者等報酬（自動車43台）

　● 報償費

・消防団員退職報償金（49人）

・安来市消防団協力隊謝礼（22人）外

・その他

　● 旅費

・費用弁償

・普通旅費

　● 需用費

・消耗品費

・燃料費

・被服費

・その他（光熱水費、修繕費外）

　● 負担金補助及び交付金

・消防団員退職報償金掛金（条例定数:776人）

・消防団員福祉共済掛金（実人数:614人）

・公務災害補償費共済掛金

・防火防災訓練災害補償費等共済掛金

・その他

　● その他（通信運搬費、手数料、敷地借上料外）

決算事項別明細書 P115

大事業 防災・防犯 担当部署 消防総務課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 非常備消防費 消防費

事業開始年度 令和5年度 消防費

事業進捗度 － 非常備消防費

当 初 予 算 額 88,959,000 円

予 算 現 額 87,506,000 円

決 算 額 83,790,244 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 24,469,716 円

人件費コスト  B 5.0人役 36,235,000 円 総事業費　　A+B 120,025,244 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【消防団体制の構築事業】 75,881,147円 945,489円 0円 22,866,716円 52,068,942円

30,423,790円

23,291,790円

903,000円

2,340,000円

1,306,000円

1,809,000円

774,000円

21,662,180円

21,284,000円

298,320円

79,860円

2,382,655円

2,366,985円

15,670円

4,364,011円

673,083円

402,418円

1,670,895円

1,617,615円

16,279,362円

12,806,400円

1,842,000円

1,397,017円

37,000円

196,945円

769,149円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 2,430,489 円

一 般 財 源 56,890,039 円

　消防団は、災害現場での活動や日頃の地域住民への防災指導など地域防災力の中枢をなす組織である。昨今、
地震、豪雨等の自然災害が全国的に多発しており、消防団の災害対応能力向上が急務である。そのため、教育訓
練及び研修へ参加し、更なる災害対応能力の向上を図った。

目
的

消防団員の資質向上と消防資機材の維持
管理等を行い、火災を予防し水害や地震
等から被害の軽減を図る。



　市民の安全を確保するため、災害時の適切かつ迅速な対応を目的に消防車両の整備維持管理を行った。

　● 需用費

・修繕料

　● 役務費

・手数料（リサイクル費用）

・保険料（自賠責保険、共済保険）

　● 公課費

・自動車重量税（23台）

　消防団活動を実施する上で必要な消防ホース及び防火衣等を整備した。

雨衣 50着 消防団員用活動服 40着

【消防団車両等維持管理事業】 3,725,748円 0円 0円 0円 3,725,748円

2,262,947円

785,401円

9,574円

775,827円

677,400円

【消防団員用器具費購入事業】 4,183,349円 1,485,000円 0円 1,603,000円 1,095,349円

消防団員用防火衣 10着 無人航空機（ドローン）

消防用ホース 背負い式水のう
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緊防外

　● 需用費

・修繕料（維持）

　● 工事請負費

・安来市消防署警報ケーブル柱撤去工事

　● 機械器具費

・高規格救急自動車

　● 委託料

・比田防災拠点施設新築工事実施設計業務

・比田防災拠点施設整備測量調査設計委託業務

　● 使用料及び賃貸料

・比田小学校スクールバス仮車庫敷地

・比田小学校スクールバス仮車庫用建物

　● 工事請負費

・旧トスカ工場解体工事

　● 公有財産購入費

・比田防災拠点施設用地（土地開発基金から購入）

決算事項別明細書 P117

大事業 防災・防犯 担当部署 消防総務課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 常備消防施設費 消防費

事業開始年度 令和5年度 消防費

事業進捗度 － 消防施設費

当 初 予 算 額 167,880,000 円

予 算 現 額 149,691,000 円

決 算 額 149,270,196 円

地　方　債 127,000,000 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 5.0人役 36,235,000 円 総事業費　　A+B 185,505,196 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【消防庁舎維持管理事業】 1,349,810円 0円 0円 0円 1,349,810円

593,010円

756,800円

【機械器具購入事業】 35,838,000円 12,702,000円 15,100,000円 0円 8,036,000円

　平成19年に整備した高規格救急車の更新を行った。

35,838,000円

【比田防災拠点施設整備事業】 112,082,386円 0円 111,900,000円 0円 182,386円

22,324,100円

12,327,300円

9,996,800円

23,000円

10,500円

12,500円

68,557,500円

21,177,786円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 12,702,000 円

一 般 財 源 9,568,196 円

　24時間常時出動体制を確保し、消防業務を円滑に遂行するため消防施設を適正に維持･管理し、災害時の適切
かつ迅速な対応を可能にするため、消防施設の充実と業務効率を高める職場環境の改善を図った。

　広瀬町西比田にある旧トスカ工場棟を解体し、ヘリポート、比田分駐所、比田分団拠点施設の整備を行う。令
和5年度は、旧トスカ工場棟の解体、実施設計、土地購入を行った。

目
的

消防施設及び設備の整備拡充を行うこと
により、各種の災害に初動から迅速かつ
効果的に対応し、被害の軽減を図る。



施工前 施工後
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緊防外

　● 需用費

・防火水槽外柵修理（2箇所 田頼町、飯梨町）

・防火水槽ひび割れ修理

・その他

　● 役務費

・防火水槽堆積土砂撤去（大塚）

・防火水槽駐停車禁止区画線塗装（4箇所）

・地下式消火栓位置区画線溶融塗装（15箇所）

　● 委託料

　● 備品購入費

・資機材搬送車（母里分団）

決算事項別明細書 P117

大事業 防災・防犯 担当部署 消防総務課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 非常備消防施設費 消防費

事業開始年度 令和5年度 消防費

事業進捗度 － 消防施設費

当 初 予 算 額 33,765,000 円

予 算 現 額 33,423,000 円

決 算 額 31,618,900 円

地　方　債 26,800,000 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 4.0人役 28,988,000 円 総事業費　　A+B 60,606,900 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【非常備消防体制の構築事業】 20,162,026円 0円 15,400,000円 0円 4,762,026円

　更新計画に基づき老朽化した車両、資機材を整備し、各種災害への対応強化を図った。

1,374,120円

1,078,220円

田頼町　施工前 田頼町　施工後

飯梨町　施工前 飯梨町　施工後

197,780円

98,120円

753,500円

386,100円

198,000円

169,400円

426,206円

8,250,000円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 4,818,900 円

目
的

消防団施設及び設備の整備拡充を図り、
安全で安心な住みよい地域づくりを目指
す。



　● 負担金補助及び交付金

・消火栓新設工事負担金（4箇所）

・県営中山間活性化事業負担金

【大塚分団車庫整備事業】

　● 委託料

・大塚消防団車庫設計業務委託

　● 公有財産購入費

・大塚消防団車庫用地

9,358,200円

4,108,200円

5,250,000円

西赤江町神塚地内 西赤江町神塚地内

広瀬町町帳地内 広瀬町西谷地内

11,456,874円 0円 11,400,000円 0円 56,874円

5,436,200円

6,020,674円

　大塚地区末広･大栄団地建替計画に伴い、支障となる大塚分団車庫の移転新築設計業務、及び関連用地を取得
した。



30 

10 会計 01

40 款 09

項 01

目 04

A

　災害発生に備え、水防倉庫の維持管理及び備蓄資機材の整備を行い、土のうを作るための砂を購入した。

　● 需用費

・消耗品費（ブルーシート、土のう袋外）

　● 原材料費

・材料費（土のう用砂）

決算事項別明細書 P117

大事業 防災・防犯 担当部署 消防総務課

中事業 消防・防災対策の充実 一般会計

小事業 水防費 消防費

事業開始年度 令和5年度 消防費

事業進捗度 － 水防費

当 初 予 算 額 860,000 円

予 算 現 額 260,000 円

決 算 額 206,580 円

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

人件費コスト  B 2.0人役 14,494,000 円 総事業費　　A+B 14,700,580 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

【水防活動事業】 206,580円 0円 0円 0円 206,580円

199,980円

6,600円

予
算
科
目

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

一 般 財 源 206,580 円

目
的

災害（洪水･高潮等）による被害を未然に
防止し、市民の生命･財産を守り、安全で
安心な地域づくりを目指すもの。


